
第１回_沖縄県観光振興戦略会議
事業実施後の効果検証について

資料５



１事業実施後の効果検証の流れ
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 事業効果の検証については、年度ごとの実施事業に対し、沖縄県観光振興戦略会議にて事業効果の検証を行う。
個別の事業ごとに実施する。

 導入当初３年経過後（令和11年度）に見直しを検討する（県HP：宿泊税の制度内容より抜粋）。

⑧審議

⑩事業実施

➉議決

①事業計画（素案）作成

⑤事業計画（案）検討

②意見照会

⑪事業効果報告（毎年度）

⑫事業効果の検証

＜内容＞
○税の目的に沿った事業か
○旅行者、観光事業者等のニーズを適切

に捉えているか
○課題に対応した事業効果が見込めるか
○最も効果的な手法となっているか など⑥予算編成

沖縄県観光振興
戦略会議

④検討事業に対する意見
や追加事業の提案

※②～④については必要に
応じて複数回も可

③意見聴取

議会

⑬検証結果通知

文化観光スポーツ部

他部からの事業提案

⑦提案

⑨議決案

1
導入当初3年経過後（令和11年度）に見直しを検討

効果検証の検討にあたり、
◆沖縄観光推進RM
◆沖縄観光振興基⾦
◆他の宿泊税の事例
の事例を整理

ＯＣＶＢ観光戦略協議会
等からの要望



２ 沖縄観光推進ロードマップによる施策評価・検証①（スキーム）
 第６次沖縄県観光振興基本計画」の行動計画として、令和４年３月に「沖縄観光推進ロードマップ」を策定し、

前期３年・中期３年・後期４年の段階的な施策展開により観光施策の具体的な取組を推進している。
 施策評価・検証は、毎年度取りまとめ、沖縄観光戦略会議及び専門部会から検証結果について意見を聴取し、

PDCA実施報告書を取りまとめ、沖縄観光推進本部に諮り承認をいただいた後に公表している（Webにて）
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取組の推進

取組の進捗状況の確認

各施策・取組の

着実な推進

成果指標を用いた施策効果
の検証

関係機関・団体の専門的な
立場からの意見を反映

PDCA結果の公表

目標の達成

県民の意識に関する調査
社会経済情勢

県民ニーズの変化など

新・沖縄21世紀ビジョン基本計画
（計画期間10年）

【36の基本施策、107の施策展開、339の施策】

上位計画 2022年(令和４年)５⽉策定

第６次沖縄県観光振興基本計画
（計画期間10年）

【６の基本施策、30の施策展開、85の施策】

基本計画 2022年(令和４年)７⽉策定

実施計画 2023年(令和５年)３⽉策定

前期 中期 後期
３年 ３年 ４年

沖縄観光推進ロードマップ

計画期間

【85の施策に紐付く⽬標値や取組】

沖縄観光推進戦略会議

各分野ごとの専門部会



２ 沖縄観光推進ロードマップによる施策評価・検証③（評価指標）

 施策評価・検証は、「①「主な取組」の進捗」、「②成果指標」の２指標で評価。
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○成果指標の達成状況の判定方法は、基準値とR６実績値（直近の値）の比較

「前進」 ：基準値と比較して良くなっている （達成率※が０％を超える指標）

「横ばい」 ：基準値と比較して変わらない（達成率※が０％）

「後退」 ：基準値と比較して悪くなっている（達成率※が０％未満）

「その他」 ：目標値設定が困難等の理由により比較ができない

施策の効果を検証する際の基準や物差しとしての役割を持つ指標として設定。ロードマップでは、計画策定時の状況を表す

「基準値（主にR３年度）」と、前期、中期及び後期の各最終年度（R６、９、13年度）の「目標値」を掲げている。

② 「成果指標」の進捗

前期目標値

基準値

計画策定時

達成率

R４

100％以上
（達成）

0％ 基準値
未満は
ﾏｲﾅｽ表示R５ R６

ロードマップの成果指標に紐づく「主な取組」の年度別計画における活動指標（アウトプット）に対する活動実績の状況

① 「主な取組」の進捗

○主な取組の進捗状況は、「順調」から「未着手」まで５区分に分類

「順調」 ：年度別計画どおり又は前倒しで取組を推進している（達成割合※が90％以上）

「概ね順調」：年度別計画と比較して概ね取組を推進している（達成割合※が75％以上～90％未満）

「やや遅れ」：年度別計画と比較して若干の遅れがある（達成割合※が60％以上～75％未満）

「大幅遅れ」：年度別計画と比較して大幅に遅れている（達成割合※が60％未満）

「未着手」 ：年度別計画に示した活動に未着手

※達成割合について
各取組に設定している活動指標

（アウトプット）の当該年度の実績
値と目標値を比較

実績値

R６実績値－基準値

R６目標値－基準値
達成率＝

※達成率について
令和６年度の実績値と目標値を比較して、
どの程度達成したかを示した割合



２ 沖縄観光推進ロードマップによる施策評価・検証④（評価結果（全体））
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 245取組（84.2％）が「順調」または「概ね順
調」となった。令和５年度比では、順調の割
合が減少となった。

 一方、「やや遅れ」、「大幅遅れ」、「未着手」
となった取組は45取組（15.5％）という結果と
なった。令和５年度比では、「やや遅れ」、
「未着手」の件数が増加している。

① 「主な取組」の進捗

② 「成果指標」の進捗

・達成状況の総評、遅れや未着手の主な理由を報告

 78指標（78.0％）が前進となり、基準値を上
回った。令和５年度比では、目標値を上回る
指標は横ばいである。

 「横ばい」、「後退」となった取組は21取組
（21.0％）という結果となった。

・達成状況の総評、成果指標の前進要因、後退要因の主な理
由を報告



２ 沖縄観光推進ロードマップによる施策評価・検証⑤（評価結果（個別））
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３ 沖縄観光振興基⾦事業の施策評価・検証①（スキーム）
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議会

県

⑦審議

⑨事業実施

○観光関連団体、有識者 等で構成
※基金の公正・中立な活用、効果的な活用を図る観点から意見を聴取

⑥提案

⑧議決

検討委員会

③検討
①活用事業の
計画策定、選定

④意見

⑩事業効果報告

⑫検証結果通知

⑪事業効果の
検証

②意見照会

＜検討内容＞

○基金の目的に沿った事業か
○観光旅客、観光事業者等の
ニーズを適切に捉えているか

○課題に対応した事業効果
が見込めるか

○最も効果的な手法となって

いるか など

※効果検証を通し、翌年度
実施事業の改善を図る

※基金を取り崩して事業実施

⑤予算編成
（補正予算含む）

 沖縄観光振興基金事業では事業効果の検証を毎年実施。効果検証を通し、翌年度実施事業の改善を図っている。



３ 沖縄観光振興基⾦事業の施策評価・検証②（効果検証の考え⽅、個別事業の個票）
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３ 沖縄観光振興基⾦事業の施策評価・検証③（個別事業の効果検証⼀覧表）
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４ ⼤阪府宿泊税事業の施策評価・検証①（宿泊税充当事業費の推移）
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 大阪府では、2017年１月（2016年度）から、宿泊税の運用を開始。「観光客と地域住民相互の目線に立った
受入環境整備の推進」、「魅力づくり及び戦略的なプロモーションの推進」に活用

 観光・文化関連事業費に占める宿泊税充当事業費の割合を確認し、観光・文化関連事業における宿泊税財源
の必要性を検証。2016年度から2023年度の８年間で、観光・文化関連事業を中心に、40事業に約50.9億円の
宿泊税が充当され、観光・文化関連事業費に占める宿泊税充当額の割合は約35%。
⇒宿泊税が大阪の観光・文化関連施策を支える貴重な財源となっている。

出典：大阪府：令和6年度大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議

第２回会議資料（資料2：宿泊税充当事業の効果検証）



４ ⼤阪府宿泊税事業の施策評価・検証② （効果検証）
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 令和３年7月：大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議（以下：調査検討会議と称す）を立ち
上げ。⇒宿泊税導入後５年が経過。新型コロナウイルス感染症の影響により有用なデータの収集が難しく、
現行の宿泊税制度を維持・継続し、有用なデータが収集可能なタイミングで改めて検討を行うこととなった
※毎年、事業の効果検証が行われていたかは要確認

 令和３年に、調査検討会議を４回実施。効果検証資料の提示、事業関係者からの意見聴取、中間とりまとめ
（案）、答申（案）がまとめられた。

 効果検証資料として、最重点事業及び新たなニーズへの対応事業例（一覧表）、個別の事業成果（以下参照
：個別評価あり）、宿泊税活用事業概要及び活用額 （H28年度～R6年度）がまとめられている。

出典：大阪府：令和6年度大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議

第２回会議資料（資料2：宿泊税充当事業の効果検証）


